研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　　社会復帰訓練Ｇ　　Ｓ.Ｇ.Ｍ　長谷部拓生

	期　　間　　平成23年2月28日　～　平成23年3月1日

	出張目的　　精神障害者保健福祉サービス提供体制整備促進研修

	出 張 先　　東京・渋谷商工会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体考察】

平成24年4月1日からの、障害者自立支援法全面施行(新体系移行経過措置)もあと1年となり、現在、全国での新体系サービスへの移行率を見ると、全体で54.2％(精神58％)である。平成25年8月までには障害者総合福祉法へ切り替わる予定であるが、ギリギリまで様子を見ている施設が多いと言えよう。当法人も例外ではなく、新体系移行経過措置が障害者総合福祉法施行まで伸びるのではないか？という期待もあったが、現実としては新体系への移行は確実なものとなっている。

2006年に障害者自立支援法が施行され、以後様々な問題点が浮き彫りになり、その都度改正がなされて、規制緩和が進められ現在に至っているが、「退院支援」「地域生活支援」「就労支援」など、法律の改正と共に障害者の生活環境も大きく変化してきている。これまでの在宅生活の患者さんは、そばに居るのは家族だけで、せいぜいデイケアか訪問看護を利用している位で、病状が悪くなったらすぐに入院といった状況であったが、新体系移行が進む中で、入院生活から地域生活へと流れが変わり、その変化と共に地域生活を支える手段を色々と考えなければならない。自治体や、各法人のケースワーカーが中心となり、包括支援体制を組んでネットワーク化し、様々なサービス体制で支援に当たり、再入院させない方法を考えているという秋田県湯沢市の取り組みなど、多少調子を崩しても何とか地域で生活を続け、地域で支えていくという考えが、あちこちの地方自治体で浸透してきているようである。また、病床数の削減を目指している国の政策としては、再入院させない為の支援という部分に力を入れているようである。そのような支援体制を築くために、地域自立支援協議会の設立であったり、アウトリーチ推進事業などのバックアップが行われている。サービスの種類が多ければ多いほど利用者さんにとっては心強いものとなるのは確かであるが、それを提供する事業所やそこに従事するスタッフの意識や資質が問われているのも現状である。そして、その環境の変化についていけない利用者さんがたくさん居る事も現実である。“障害者が地域で普通に暮らしていく”言葉では簡単なことであるが、我々専門職だけがサポート出来る話ではなく、障害者に対する偏見や利用資源の拡大など、地域全体の理解・支えが必要であり、施設サービス体制の整備と共に、それらの問題を解決していく事が今後の課題であり、専門職の質が問われる事になる。

「障害福祉施策の動向について」（厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部　精神・障害保健課　

地域移行支援専門官　工藤　一恵）

１．障害者施策の動向

１）現状

（障害者の総数）⇒　744万人

このうち在宅者 ⇒ 690万人(身体：366.3万人。知的：54.7万人。精神：323.3万人)

施設入所・入院者 ⇒ 54万人(身体：8.7万人。知的：12.8万人。精神：33.3万人)。

・年齢別では、65歳未満が56％、65歳以上が46％

（障害者自立支援法のポイント）

・障害者施策を３障害一元化：

３障害の法律格差を解消し、精神障害者を対象に市町村に実施主体を一元化し、都道府県は

これをバックアップ。

　・利用者本意のサービス体系に再編：

33種類に分かれた施設体系を再編し、日中活動支援と夜間の居住支援を分離。あわせて、「地域生活支援」「就労支援」のための事業や重度の障害者を対象としたサービスを創設し規制緩和を進め既存の社会資源を活用。

　　　・就労支援の抜本的強化：

　　　　新たな就労支援事業を創設

雇用施策との連携を強化

　　　・支給決定の透明化、明瞭化

　　　　支援の必要度に関する客観的な尺度(障害程度区分)を導入

　　　　審査会の意見聴取等支援決定プロセスを透明化

　　　・安定的な財源の確保

　　　　国の費用負担の責任を強化(費用の1/2を負担)

　　　　利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに

　　　※2006年に障害者自立支援法施行　⇒　廃止へ(2013年、障害者総合福祉法へ)

　　

（新体系サービスへの移行率）⇒　全国平均54.2％(Ｈ22年4月1日現在)

　　　・身体：61％

　　　・知的：51％

　　　・精神：58％

２）検討の経緯・方向性

・Ｈ18年　4月：障害者自立支援法の施行(同年10月完全施行)

　　　　　　　　12月：法の円滑な運営のための特別対策

　　　　　　　　　　　○利用者負担の更なる軽減、

　　　　　　　　　　　○事業者に対する激変緩和措置

　　　　　　　　　　　○新法移行のための経過措置

　　　

・Ｈ19年12月：障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置

　　　　　　　　　　　○利用者負担の見直し

　　　　　　　　　　　○事業者の経営基盤の強化

○グループホーム等の整備促進

　　　・Ｈ20年12月：社会保障審議会障害者部会報告のとりまとめ

　　　・Ｈ21年  3月：「障害者自立支援法の一部を改正する法律案」国会提出

　　　　　　　　7月：衆議院の解散に伴い廃案

　　　　　　　　9月：連立政権合意における障害者自立支援法の廃止の方針

　　　・Ｈ22年 １月：厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護士団との基本合意

　　　　　　　　　　　障がい者制度改革推進会議において議論開始

　　　　　　　　4月：低所得者の障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料化

　　　　　　　　　　　障がい者制度改革推進会議総合福祉部会において議論開始

　　　　　　

· 4月27日　自民・公明が障害者自立支援法の改正法案を衆議院に提出

· 5月26日　民主・社民・国民が障害者自立支援法の改正法案を衆議院に提出

· 5月28日　上記２案を撤回の上、鉢呂吉雄衆議院厚生労働委員長が障害者自立支援法の改正法案を提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　6月：「障害者制度改革の推進のための基本的方向(第一次意見)」取りまとめ

(推進会議)

　　　　　　　　　　「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」(閣議決定)

　　　　　　　 12月：「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直　すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」が成立　⇒　つなぎ法案
３）障害者保健福祉について

○「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、サービスの利用者負担を応能負担とする障害者総合福祉法(仮称)を制定することとされている。

　　　　※「障がい者総合福祉法(仮称)」は遅くとも平成25年8月までに実施。

　　
· 平成21年12月8日　：　閣議決定により内閣に「障がい者制度改革推進本部」が設置

· 平成22年1月12日　：　第一回「障がい者制度改革推進会議」が開催

· 平成22年4月27日　：　第一回「障がい者制度改革推進会議総合福祉部会」が開催

⇒平成22年6月7日、推進会議において「障害者制度改革の推進のための基本的方向(第一次意見)」を取りまとめ、同月29日、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」を閣議決定。

　　　※この新たな制度ができるまでの間、平成22年度予算においては、低所得(市町村民税非課税)の障害者及び障害児につき、障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料としている。

　　　〇新たな推進体制の下での検討事項例

　　　・障害者権利条約の実施状況の監視等を行なう機関(モニタリング機関)

　　　・障害を理由とする差別等の禁止に係る制度

　　　・教育

　　　・労働・雇用

　　　・障害福祉サービス(総合福祉部会をＨ22年4月以降3回開催)等

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において

障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」の概要
　①趣旨（公布日施行）
　　・障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者及び障害児の地域生活を支援するため、関係法律を整備するものである事を明記。

　②利用者負担の見直し（平成24年4月1日までの政令で定める日から施行）

　　・利用者負担について応能負担を原則にする。

　　・障害福祉サービスと補装具の利用負担を合算し負担を軽減する。

　③障害者の範囲の見直し（公布日施行）

　　・発達障害が障害者自立支援法の対象となる事を明示化

　　　

　④相談支援の充実（平成24年4月1日施行）
　　・相談支援体制の強化（市町村に、「自立支援協議会」を法律上位置付け、地域移行支援・地域定着支援の個別給付化）

　　・支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）サービス等利用計画作成の対象者の

大幅な拡大。

　⑤地域における自立した生活のための支援の充実（平成24年4月1日までの政令で定める日から）
　　・グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

　　・重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設

　(その他)

　　　(1)「その有する能力及び適性に応じ」の削除、

　　　(2)成年後見制度利用支援事業の必須事業への格上げ

　　　(3)児童デイサービスに係る利用年齢の特例

　　　(4)事業者の業務管理体制の整備

　　　(5)精神科救急医療体制の整備等

　　　(6)難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

　　　　(1)(3)(6)：公布日施行、

(2)(4)(5)：平成24年4月1日までの政令で定める日から施行

２．精神保健福祉の動向

「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」概要

（精神保健医療体系の再構築）
・地域医療の拡充、入院医療の急性期への重点化など医療体制の再編・拡充

（精神医療の質の向上）

・薬物療法、心理社会的療法など、個々の患者に提供される医療の質の向上

　　（地域生活支援体制の強化）

　　　・地域生活を支える障害福祉サービス、ケアマネジメント、救急・在宅医療等の充実、住いの場の確保

　　（普及啓発の重点的実施）　

　　　・患者が早期に支援を受けられ、精神障害者が地域の住民として暮らしていけるような、精神障害に関する正しい理解の推進

　〔目標値〕

・統合失調

・入院患者の退院率等に関する目標を継続し、精神病床約7万床の減少を促進


　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　地域を拠点とする共生社会の実現

　　○「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」(Ｈ22年6月29日閣議決定)

　　〔医療〕

・精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、いわゆる「保護者制度」の見直し等も含めそのあり方を検討し、平成24年内を目途にその結論を得る。

・「社会的入院を」を解消するため、精神障害者に対する退院支援や地域生活における医療、生活面の支援に係る体制の整備について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成23年内にその結論を得る。

・精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実の為の具体的方策について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、平成24年内にその結論を得る。

　　○「精神障害者の地域生活支援における課題」

　　　・精神疾患の病状増悪時や発症早期等には、自ら通院・通所をしたり、訪問によるサービスを希望する事が難しい状況が少なくない。

　　　・精神障害者が抱える課題によっては、保健、医療、福祉の各機関単体の支援では解決に至らない場合がある。

　　　・既存の医療・福祉サービス提供体制では、本人が希望しない状況等において地域で支援を行うには限界がある。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結果的に

これまでは・・・・

· 地域生活を中断して、入院(再入院)による治療を選択する事が少なくなかった。

· 行政機関による医療導入においては、入院を前提とした制度に頼らざるを得なかった。

　　○精神障害者アウトリーチ推進事業について

　　１）基本的な考え方

・精神障害者の地域移行施策として、平成15年度から退院支援に向けた事業を行ってきたが、

今後は、地域に向けた支援(退院支援)と入院を防ぎ、地域に根付く支援(地域定着支援)を併せて行う事が重要。

　　　・アウトリーチ(訪問)による支援により、「入院」という形に頼らず、まずは「地域で生活する」

　　　　ことを前提とする必要性について、関係者が共通認識として持つ必要がある。

　　２）事業の方向性

　　　・将来的には一般制度化(診療報酬等)を目指すため、モデル事業(全国25ヶ所)として評価指針や事業効果について検証を行っていく。

　　　・アウトリーチ支援を行うことで、再入院をどの程度減少させる事が可能か等を検証していく事が重要であり、これにより、アウトリーチ支援の実施が各医療機関が病床削減に取り組んでいくための一手段となることを期待する。

　　　・財政面、地域における人材面の制約も考えると、出来る限り存在する人的資源を活用すると共に、地域支援を行う人材として養成する事が必要であることから、最も典型的な形態として、医療機関が一定数の病床削減をしつつ、アウトリーチ支援を行うことを想定している。

　　　・保健所、精神保健福祉センターは、アウトリーチチームへの技術的な支援(対象者の選定等)や関係機関との調整等を行い、地域の精神保健福祉活動の充実に向けた役割を行うものとする。

　　３）新たなアウトリーチ支援の特徴等

　　　〔主な対象者〕

　　　　ア、受療中断者　　イ、未受信者　　ウ、引きこもり状態の者

　　　　エ、長期入院の後退院し、病状が不安定な者

　　　　※当分の間は主診断名が統合失調症圏、重度の気分障害圏、認知症による周辺症状はある者を

　　　　　主たる対象とする。

　　　　※精神科病院、精神科診療所の実施の場合は、自院以外の患者も対応する。

　　　〔具体的な支援内容〕

　　　　・24時間(休日、夜間含)対象者及び家族へ迅速な訪問、相談対応。

　　　　・関係機関との連絡、調整及びケア会議の開催。

　　　〔特　徴〕

　　　　・医療や福祉サービスに繋がっていない段階からのアウトリーチによる支援を行う。

　　　　・医療と日常生活の支援の両側面からの支援(協力医の確保)。

　　　　・24時間相談対応可能(対象者及びその家族、関係機関に限る)。

　　　　・状況に応じ、地域の関係職員もチームに加え対応。

　　　　・家族への支援等についても対応可能。

　　　　・病状悪化者の場合でも、出来るだけ入院させず在宅支援を前提。

　　４）チーム配置と病床削減に係る考え方
　　　〔チーム配置について〕

　　　　・モデル事業としての要素が強いことから、民間の精神科病院にて実施する。

　　　　・実施機関については、民間精神科病院、訪問看護ステーション、相談支援事業所、精神科診療所でも可とする。

　　　　・平成22年度精神障害者地域移行・地域定着支援事業のうち、地域定着支援事業を実施している都道府県においては、事業の継続性の観点から、現在事業実施している公的機関(補助はしない)にチーム設置することを可とする。

　　　〔病床削減に係る考え方〕

　　　　・実施機関において病床削減とチーム設置を行うことを基本(パターンＡ)とするが、地域の実情に合わせて下記の設置形態(パターンＢ)も可とする。

　　　　・同一圏域内の複数病院による病床削減、公立病院の病床削減、アウトリーチ実施チームと異なる圏域の病床削減についても可とする。

　　　　・病床削減計画については、事業実施から3年～5年以内に30床以上(許可病床ベース)を削減するものとする。なお、削減予定の医療機関の全精神病床の10％が30床に満たない場合には、その10％以上を削減する。(例：200床の病院なら20床以上)

　　　　※パターンＡ：同一病院内で病床削減とチーム設置を行う場合

　　　　※パターンＢ：同一圏域内で病床削減とチーム設置を行う場合

　　５）想定されるチーム設置形態

　　　　Ａ：専従職員による対応・・・アウトリーチ推進事業に係る専従職員を一定程度配置

　　　　　　（例：病院に専門部署を設置）

　　　　Ｂ：他の業務(診療報酬に係る訪問看護等)と兼務する職員を一定程度配置

　　　　　　（例：病院の訪問看護部門等に設置）

　　　　※留意事項

　　　　　・アウトリーチに従事する業務に十分に対応できる人員を確保すると共に、責任者を明確にしておく。

　　　　　・多職種による協働体制とし、関係者による１日１回のミーティングや定期的なモニタリングを実施する。

　　　　　・精神科医師については非常勤または顧問医で構わないが、ケースによっては同行訪問を含めた、助言、協力を得られる支援体制とする。

　　　　　・原則、24時間365日の支援体制とすること。(夜間、休日については、電話での対応も含めた支援体制も可能)

「障害福祉サービス事業の取り組み」（自立訓練事業）（社会福祉法人　ＮＰＯ法人ほっとハート

理事長　品川　真佐子）

○ほっとハートの経緯

　・Ｈ７年、ＰＳＷ(看護)を中心に地域での社会資源作りを目的に結成

　・働く場(作業所)、集う場(作業所)、暮らす場(共同住居)⇒利用者の居場所作り

　・任意団体で運営可能、県、市に保護的な補助金によって運営

　・職員の給与は低い水準で、家族等よりの助成に支えられた

　・作業は弁当作りから始め、関係者(病院職員や役所の人など)がお客であった。

　・Ｈ14年に法人化(NPO法人)

　・Ｈ18年には作業所3ヶ所、グループホーム等17居室、ホームヘルプ事業を運営。利用者約100名

○移行

　・グループホーム・ケアホーム一体型

　・ホームヘルプ(法律の改正と共に)・・・慢性的な事業所不足

　・小規模作業所(中心的な事業)

　(2008年4月～)

　＊多機能型・就労移行支援事業

　　　＊多機能型・就労継続支援Ｂ型

　＊多機能型・自立訓練(生活訓練)


　　　　　　　　　　現　在

　＊指定相談事業

　　・ケアマネジメントに基づいた支援を行うために必要

　〔課題〕

　　・マンパワー不足

　　・地域活動支援事業(相談支援)の為、事業所としては成り立ちにくい

　　・その人にあったサービス利用計画と個別支援計画

　　・自立訓練(生活訓練)～有期限のサービスのため、切れ目の無い支援が必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（グループホームやアパート一人暮らしなど）

　＊地域活動支援センターⅢ型（市町村の地域生活支援事業）

　〔課題〕

　　・ピア活動の拠点

　　・作業なし（創作活動あり）

　　・ピア活動支援とは？

　　・理想とのギャップ

○多機能型事業所　ほっとハート「らいふ」(生活訓練・介護)

　　＊定員　３７名（生活訓練２０名、生活介護１７名）

　　＊職員　管理者兼サービス管理責任者　１名

　　　　　　生活支援員　１５名

　　　　　　ドライバー　　１名

　　＊生活訓練利用者　３７名(Ｈ23年1月末)

のうち訪問型利用　１０名(訪問型のみ利用　５名)

　　＊特徴①

　　　・新規立ち上げ（主に引きこもりだった人たちの為に）

　　　・訪問による支援がある

　　　・通所に送迎サービスがある

　　　・職員配置が手厚い

　　　・「個別支援計画」に基づいた個別サービス

　　＊特徴②

　　　・みんな一緒のサービスではない⇒個別サービス

　　　・画一的なサービスはしない（集団のプログラムは少ししかない）

　　　・必要なプログラムをどんどん作る（作りたい）

　　　・利用期間に期限がある（原則２年、延長はしない。早い人は３ヶ月で卒業）

　　　・「地域生活の為の」継続したアセスメント期間としての２年間と認識

　　　・次のサービスへの橋渡しの役割を担う（指定相談支援事業所との連携が大切）

　　

＊支援の際、気をつけていること

　　　・ストレングス(モデル)

　　　　本人の出来る事と出来ない事を理解しつつ、出来ない事ではなく、出来る事を伸ばし、本人が決めた目標を達成できるように支援。

　　　・リカバリー
　　　　生物学的なものを越えて病気や障害で失ったものを回復する過程。生活訓練の２年間の期間は、その過程すべてがリカバリー。

　　　・エンパワメント
　　　　人の人間性や病理性ではなく、自らの置かれている状況を理解し、自らの力で環境を改善していくことを支援していく過程。

【地域自立支援協議会の取り組みについて

安心に暮らせる町づくり】（秋田県湯沢市）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福祉施設法人化推進室長　　佐藤　博）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医療法人　仁恵会　柴田　聡）

「湯沢雄勝地域包括支援ネットワーク協議会の取り組み」（障害者自立支援施設　松風）

　

○障害者自立支援施設「松風」の障害福祉サービス事業構成

· 自立訓練（生活訓練）通所型　⇒　 6名

· 自立訓練（生活訓練）宿泊型　⇒　15名

· 就労継続支援Ｂ型            ⇒　20名

· 共同生活援助                ⇒　 6名

· 地域活動支援センター　　　　⇒ 117名　　　　　

○地域包括支援ネットワーク協議会の効果（一例として）

　＜相談支援部会＞

　　※相談支援専門員の役割 ～ これまでに無い資源の開発などを様々な分野と話し合い個々の希望に答えていく必要がある。⇒ 地域自立支援協議会

　　(構成メンバー)

　　　相談支援事業所、市町村、障害福祉サービス事業所、社会福祉協議会、地域包括支援センター

　　★部会を通して得られたこと

　　　・窓口ははっきりすることで関係機関が戸惑わない

　　　・指定相談事業所の連携が深まった

　　　・中立、公平性の確保に繋がった

　　　・他の障害の専門員と連携することによって、ネットワークの強化に繋がった

　　　・他障害の相談支援に携わることにより、スキルアップに繋がった

　　◎無料相談会

　　　・中々相談に出向けないを解決

　　　・会場を庁舎に設定しているため、すぐに手続きに結びつけることが可能

　　　・庁舎内での困難ケースや地域の情報を得る事が出来る

　　★今後の方向性

　　　・事業周知が低いため、もっと幅広く周知活動が必要

　　　・相談支援専門員の質の確保と人材の拡充

＜就労支援部会＞

　　(構成メンバー)

　　　ハローワーク、商工会議所、就労支援サービス事業所、障害者就業・支援センター、

　　　特別支援学校、市町村(バックアップ)など

　　(活動内容)

　　　・企業診断による雇用拡大に向けた取組みの実施

　　　・各就労事業所の見学と意見交換の実施

　　　・アンテナショップの開設による販路の拡大

　　　・実習先などの情報共有

　　★部会を通して得られたこと

　　　・アンテナショップの開設により販路が確保された

　　　・他の事業所の状況を知ることで事業展開の参考になった

　　　・ハローワークによる企業の情報や求人情報を得る事が出来た

　　　・各事業所の工賃情報の公開によって、やる気、励みに繋がった

　　　・就労に関する制度や助成等についての知識が高まった

★今後の方向性

　　　・就労事業所での工賃の更なる増額

　　　・働きたい障害者に対する就労先の拡大を図る

　　　・一般就労と福祉就労の格差を埋めるための取組み

　　　・就労体験、実習の場の確保

＜災害対策部会＞　～　一般避難所者、全ての情報の共有化(利用者)

　　(構成メンバー)

　　　市町村、介護保険事業所、障害福祉サービス事業所、社会福祉協議会、町内会など

　　(活動内容)

　　　・災害時の要支援者への避難支援について検討・共通認識

　　　・要支援者のピックアップ、人数の把握(事業所毎に報告)

　　　・福祉避難、緊急入所者基準、名簿、個別計画等の作成

　　　・受け入れ先の確保

　　　・先進地視察(中越地震被災地)

　　　・研修会の実施

　　★部会を通して得られたこと

　　　・災害対策時の対応方法について当施設として考える機会となった

　　　・他の施設での対策方法や、備蓄等について知る事が出来た

　　　・現在携わっている当事者に対する災害時のシミュレーション、どこの避難所のレベルなのかを事前に把握、共通認識を持つことが出来た

＜地域移行部会＞　～　地域で生活する事が当たり前の社会を、地域全体で共有する。

　　(構成メンバー)　

　　　佐藤病院、入院型サービス事業所、障害者福祉協会、家族会、保健所、市町村(バックアップ)

　　(活動内容)

　　　・入所施設からの情報提供による地域移行可能者の把握

　　　・地域受け入れ体制確保のための働きかけ、グループホーム等の増設

　　　・障害者が受け入れ可能な市内のアパート等の情報の共有化

　　　・精神障害者地域移行特別対策事業との連携

　　※精神障害者地域移行特別対策事業とは？

　　　　これまで各精神科病院において個別の患者の様々な事業に即して取り組んでいた退院・社会復帰支援を制度化したもので、利用者の精神科病院における社会復帰支援から、利用者が退院し地域生活を開始するまでの特定の期間に、様々なサービスを活用しつつ、精神障害者の退院に向けた支援を協働で担っていくもの。

○秋田県のこれまでの取り組み

　　・H16、17年度

　　　退院促進モデル事業として秋田市周辺を対象に実施。

　　・H19年度

　　　退院促進支援事業として秋田市周辺を対象に実施。

　　・H20年度～

　　　対象地域を全県に拡げ、県北・中央・県南の３圏域において実施。

「県南自立促進支援協議会」

　　(活動内容)　

　　◎事業の周知(事業イメージの共有)

　　　・県南地区の関係機関のピックアップと事業説明

　　◎協議会の設立

　　　・構成員の選任(会長、コーディネーター、地域移行推進員など)

　　　・県南地区自立促進支援協議会の発足

　　◎先進地視察・研修の実施

　　　＊各圏域で抱える課題の解決を図り、今後の取り組みに繋げていく事を目的に、地域移行促進事業に携わる方を対象に実施。

　　　・医療法人興生会における地域移行推進委員会の取り組みについて

　　　・岩手県地域活動支援センター「一関ほのぼのステーション」の視察及び情報交換

　　　・岩手県立南光病院における退院促進の取り組みについての研修・視察の実施

★退院促進によって見えてきた問題点

　　・ケースワーカーと病院内の温度差が大きく地域移行に対する機運が高まらない

　　・患者さん自信の環境変化に対する抵抗感が強い

　　・最大の理解者である親や家族が地域移行に対する壁となっている

　　・高齢化の進む長期入院患者を地域でどう受け止めるか


　　　　　　　　　　　

 （松風での取り組み）

◎病院長に対する対する事業報告の場を毎月設定し、情報の共有化を図り、協力体制を深めていく

◎ケースワーカーを通し、看護師長会で退院促進事業の説明や情報提供し事業周知を図り、意識を高めていく

◎病院スタッフと社会復帰施設合同による勉強会の開催や、医療と福祉の連携を深める

◎地域移行可能な患者さんのピックアップと事業の説明や、患者さん、家族の方目線でのパンフレットを作成し不安を取り除いていく

　

★地域包括支援ネットワーク協議会が出来たことによって

◎悩みを共有できる仲間や思いを話し合える場が出来た。(困難ケースの解決、相互評価、連携)

◎知らなかった社会資源を知ることが出来た(社会資源情報の共有、改善、開発など)

◎三障害のそれぞれの取り組みを知り、お互いの距離が縮まった。(障害特性の理解、ネットワーク強化、情報交換など)

◎人的な質の向上が図られ、福祉の質の向上に繋がった。(研修会の実施、専門職間の協議など)

◎情報の共有とそれに基づく調整が可能となった。(対象者の拡大、支援体制の強化など)
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